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新たな連携による課題解決をめざして



目 次

Contents

共創の基本的な考え方

門真市公民共創 指針

新たな連携による課題解決をめざして

はじめに 03

01 04

目 的 04

定 義 05

原 則 07

共創の進め方02 08

共創の手法 09

推進体制 10



全国の多くの自治体において、少子高齢社会の進展や地域経済の縮小、社会イン

フラの老朽化などが進み、これらの課題に対し、将来を見据えた迅速な対応が急

務となっている一方で、行政の資源やノウハウ等が限られたなか、行政のみで多

様な市民ニーズに的確かつ持続的に応えていくことが難しい状況になっています。

そのような中、これまで門真市では、平成20年10月に「門真市市民公益活動支援・

協働指針」を策定し、平成21年を「協働元年」と位置付け、平成26年１月には、市

民・市内事業所、議会及び市役所が連携し、より一層「協働」によるまちづくりに取

り組むため、「門真市自治基本条例」を施行するなど、多様な主体が、地域課題を

共有し、さまざまな分野で「協働」によるまちづくりを進めてきました。

しかしながら、ますます複雑・多様化する市民ニーズに的確かつ持続的に応えてい

くためには、これまで以上に、市内外を問わず民間事業者の力を活用することが極

めて重要です。

また、民間事業者においても、近年、社会的責任に対する意識の高まりとともに、

自社の技術・ノウハウを活用した公民連携事業への期待が増大しています。

門真市第６次総合計画の中では、これまで進めてきた市民等との「協働」とあわせ

て、民間事業者のノウハウや活力を結集し、新たなまちの魅力や価値を共に創り

あげていく「協働・共創」のまちづくりを推進することとしています。

市民等との「協働」によるまちづくりや地域づくりの推進に加え、市役所と民間事業

者が連携し、社会課題解決を通じて新たな価値を創出する「共創」の考え方や進め

方を整理することで、さらなる連携を促進し、本市が抱える課題を解決する仕組み

を構築するため、「門真市公民共創指針」を策定します。

はじめに

Introduction

03



目指すべき方向

これまでの「協働」を基本としつつ、市役所と民間事業者が対話により連携し、民間事業者

のノウハウや活力を結集して、新たなまちの魅力や価値を共に創りあげていくことをいう。

『共創』とは

共創の基本的な考え方01

目 的

Purpose

これまでの協働事業は、市民、議会など多

様な主体が、地域の課題を共有し、果たす

べき役割を自覚し、お互いに補完しながら

まちづくりを進めてきました。

共創の取組では、民間事業者と目標設定

段階から共に検討を行い、より効果的でこ

れまでにないアイデアによる課題解決を図

るとともに、新たなまちの魅力や価値を創

出することに取り組みます。

共創による新たなまちづくりとして目指すべ

き方向は次のとおりです。

質の高い公共サービスの提供

民間事業者が行政と連携し、多様化する市民ニーズに見合った公共
サービスを共創事業として取り組むことにより、効率的で持続可能な
公共サービスの提供を目指します。

新たなビジネスチャンスの創出

行政ニーズを積極的に伝え、民間事業者のアイデアやノウハウを

最大限に活用していくことで、新たな事業機会の創出を目指します。

創造的で活力のあるまちづくりの実現

様々な立場の人が共創の取組に関わることで、多様な考え方や

アイデアが生まれ、創造的で活力のあるまちづくりの実現を目指します。

Designed by studiogstock / Freepik
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共創の基本的な考え方01

Definition
定 義

05

協働・共創の概念やその違いについて
整理します。

協 働

共 創

公民連携

市民や議会など多様な主体が地域の課題
共有し、共通の目標に向かって、お互いに
補完・協力すること。

民間事業者のノウハウや活力を結集して、
新たなまちの魅力や価値を共に創りあげて
いくこと。

自治体と民間事業者等が連携して公共
サービスの提供を行う仕組み、手法。



共創の基本的な考え方01

06

（参考） 他自治体での民間事業者等との連携に関する定義

出典：牧瀬稔（2021）『地域づくりのヒント 地域創生を進めるためのガイドブック』学校法人先端教育機構 から作成



共創を進める姿勢・あり方として、次の“４つの原則”に則って
取り組みます。

共創の基本的な考え方01

対話・対等の原則

対話による相互理解
を重視し、対等な
パートナーとして信
頼関係を築きます。

01

目標を共有し、その
中でお互いのメリット
を見出し、互恵的な
関係（Win-Winの関
係）を構築します。

02

すべての民間事業者に
提案の機会を確保するこ
とで、公平性を確保すると
ともに、透明性を確保し、
説明責任を果たします。
また、事業の検討段階に
おける民間事業者の独自
のアイデアなど、保護すべ
き情報について協議したう
えで、適切な保護に努め
ます。

03

共通の目標達成に
向け、役割分担と責
任の所在を明確にし
たうえで、連携事業
に取り組みます。

04

目標共有の原則 透明性確保と
アイデア保護の原則

役割分担と責任
明確化の原則

Principle
原 則
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連携協定

自治体と民間事業者等が協力し、地域が抱えている課題解決

を目指すための取り決め。

連携内容は福祉、環境、防災からまちづくりまで多岐に渡り、民

間事業者等が持つノウハウや技術、サービスを自治体に取り入

れて、地域課題の解決や市民サービスの向上に役立てることを

目的とする。

01

共創の進め方02

image: https://www.city.kadoma.osaka.jp/photonews/14851.html

Approach
共創の手法

本市におけるこれまでの連携協定先（一部）
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共創を進めるためのいくつかの手法について説明します。



民間提案制度

行政サービスと民間事業をコラボレーションするなど、民間事業

者からの提案を受け付け、市民サービスの向上や効率的な事業

実施につなげていくための取組。

民間事業者からの自由なアイデアを踏まえ、提案者と提案実現

に向けた協議を進める自由提案方式（フリー型）と、行政側がア

イデアを求めたい事業・ジャンルについて提案を公募する提案募

集方式（テーマ方式）などの方法がある。
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共創の進め方02

image: Freepik.com

市有地などの活用等について、事業検討の段階で、公募による

「対話」を通じて事業者や市場の動向を調査すること。

行政側は事業の実現可能性や、市場として参入しやすい条件、

活用に向けたアイデアなどを把握でき、また民間事業者側は行政

の運営方針や考え方を事前に確認できるほか、民間事業者として

の考え方を直接伝えることができるなどの利点がある。

サウンディング型市場調査02

image: Freepik.com
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共創の事業実施までの役割分担を整理し、迅速・柔軟な連携を進めます。

共創推進のためのワンストップ窓口として「公民連携デスク」を企画課に設置し、民間事業者からの相談や提案を受け、

連携可能な市事業や取組を確認し、事業所管課との調整を行います。

また、事業所管課から抽出した公民連携によって解決したい課題を取りまとめ、民間事業者に提案するなど、課題解決に

向けた民間事業者とのマッチングを促進します。

事業実施に向けては、市と民間事業者がＷｉｎ－Ｗｉｎの関係となるよう、公民連携デスクが伴走しながら、提案内容の実現

可能性を探るとともに、大阪府公民戦略連携デスクとも連携を図り、実施方法の調整や検討を進めます。

共創の進め方02

Framework
推進体制

共創推進体制のイメージ
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共創の進め方02

共創のプロセスイメージ
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民間事業者は、アイデアやノウ
ハウなどを活かした行政課題解
決の提案や市が抱える課題、求
めるアイデアに対しての提案を
行う。

連携事業の提案

民間事業者と市が目標を共有し、
事業所管課等と調整しながら事業
化の可否、協定締結の有無、公募
の必要性など最適な連携手法を
検討する。

連携手法の検討

包括連携協定や事業連携協定
など、連携手法を決定したのち
に事業を実施する。

連携事業の実施

Designed by macrovector / Freepik

※事業者選定が必要なものについて
は適宜プロポーザルなどを実施する。


